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６ 発生源の状況 

 大気汚染物質の発生源は、工場・事業場の固定発生源と自動車・船舶等の移動発生源の二つに大別される。

本県の固定発生源は東京湾に面する浦安市から富津市に至る臨海工業地帯とその周辺に、移動発生源は東葛、

葛南、千葉地域に集中している。 

 

６－１ 固定発生源 

（１）発生源の状況と対応 

 千葉市から富津市までの千葉南部地域には、電力、鉄鋼、石油精製、石油化学等の基幹産業が、また、市川

市、船橋市等の千葉北部地域には、流通基地、食品工業、軽工業が立地している。 

大気汚染防止法に定めるばい煙発生施設の届出状況は、表6-1-1のとおり施設数は7,229と24年度（7,088）に

比べ136施設増加、工場・事業場数は2,610と24年度(2,598)より12事業所増加した。 

 県内主要工場・事業場における燃料使用量と硫黄酸化物の排出量をみると、図6-1-1のとおり、燃料使用量

及び硫黄酸化物排出量はほぼ横ばいの傾向である。 

  千葉南部地域については、臨海部の主要企業と公害防止の理念を定めた公害防止協定（22年4月1日から環境

保全協定に改称）を締結し、硫黄酸化物、窒素酸化物及びばいじんに係る総量的規制、光化学スモッグの原因

物質の一つである炭化水素の排出抑制等の指導を行っている。25年4月1日現在における企業の遵守すべき数値

を定めた環境保全細目協定の概要は、表6-1-2に示すとおりである。 

 窒素酸化物については、さらに、東葛・葛南地域のガラス製造工場とも「窒素酸化物対策に係る覚書」（昭

和56年度～）を締結して排出抑制等の指導を行い、また「千葉県窒素酸化物対策指導要綱」（昭和58年度～）

に基づき、野田市から富津市にいたる13市で協定・覚書対象外であって一定規模以上の工場に対し、排出量の

総量削減方式による企業指導の強化を図っている。 

 また、「千葉県発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策指導要綱」に基づき、平成4年度以

降、県内の工場・事業場に設置された、ガスタービンや発電ボイラー等の施設に対しても指導を行っている。 

（２）発生源監視テレメータシステムによる常時監視 

 本県では、臨海工業地帯及びその周辺地域の主要工場から排出される硫黄酸化物、窒素酸化物及び燃料使用

量等の監視を、発生源監視テレメータシステムにより行っている。 

 本システムは、工場側に設置された燃料使用量並びに煙道排ガス中の硫黄酸化物濃度、窒素酸化物濃度及び

重油中の硫黄分等の自動測定機のデータを県の大気情報管理室に収集し、工場別に硫黄酸化物と窒素酸化物の

排出量を算出するものである。 

 25年度末現在、27工場（千葉市の発生源テレメータシステムを経由する2工場を含む。）にテレメータが接続

されており、これによって、環境保全協定等の遵守状況及び緊急時等におけるばい煙等の削減措置の確認を

行っている。また、併せて工場指導等に本データを活用している。 

 なお、テレメータでの把握率は、県内の固定発生源から排出される硫黄酸化物の概ね6割、窒素酸化物の概

ね７割※となっている。 

 25年度の汚染物質排出量の月別推移は図6-1-3のとおりであり、硫黄酸化物は平均702m3N／時で24年度

（703m3N／時）とほぼ同じであった。窒素酸化物は平均2,250m3N／時で24年度（2,011m3N／時）に比べ約

119.9％増加している。 

注）環境省大気汚染物質排出量総合調査平成20年度実績を用いて算出した。 
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図6-1-1 県内主要工場における硫黄酸化物排出量及び燃料使用量の経年変化 

        ※対象事業場数：平成17-19年度は54工場・事業場、平成20-22年度52工場・事業場、 

                   平成23-24年度49工場・事業場、平成25年度は48工場・事業場 

表6-1-1 地域別ばい煙発生施設所有工場・事業場並びに届出施設数の年度別推移 
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対象工場 49社58工場 

目標 環境基準等の達成・維持 

適用期間 22年４月１日から27年３月31日 

概
要 

硫黄酸化物 全
協
定
工
場
の

排
出
総
量 

4,811ｍ３N／時  全協定工場の排出量は従来どおりとし、総量規制を継続した。 

 窒素酸化物については冬期に二酸化窒素の高濃度日が多く出現

することから、冬期における排出量削減の規定を設けている。 

 浮遊粒子状物質対策として、二次生成粒子の原因物質である硫

黄酸化物の削減対策を継続した。 

窒素酸化物 5,155ｍ３N／時 

ばいじん 1,143ｋｇ／時 

低沸点揮発性

有機化合物 
原油、揮発油、ナフサ等を対象に、屋外タンク貯蔵所、出荷施設、使用施設及び有機化学製品製造

施設について、排出防止のための対策期間を通年に拡大して継続した。 

指定物質 ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンについて、排出基準を設定している。 

６－２ 移動発生源 

 本県の道路網は、高速自動車国道である常磐自動車道、東関東自動車道水戸線、東関東自動車道館山線、一

般国道である京葉道路、千葉東金道路、6号、14号、16号、126号、127号、128号、357号及び県道などで構成

されており（図6-2-1）、道路延長は、平成25年4月1日現在で高速自動車国道が140.1km、一般国道が

1,208.9km、県道が2,596.3km、市町村道が36,472.6kmとなっている。 

 本県における車両保有台数は、図6-2-2に示すとおり年々増加していたが、近年は横ばいとなっており、25

年度末には約355万台となっている。なお、大気汚染の原因となる窒素酸化物や粒子状物質の排出が多い

ディーゼル車の保有台数については、図6-2-3に示すとおり８年度をピークに減少に転じていたが、24年度か

ら再び増加しており25年度は約24万台になっている。また、自動車燃料の県内における25年度の販売量は、揮

発油（ガソリン）が2,438千kl（前年度比0.0%増）、軽油が1,285千kl（前年度比6.2%増）となっている。 

 自動車排出ガスの対策について、国においては現在まで段階的に排出ガス規制を強化するとともに、５年12

月から自動車ＮＯｘ法に基づく特定地域について車種規制を実施し、13年6月からは粒子状物質（ＰＭ）を規

制項目に加えた自動車ＮＯｘ・ＰＭ法（自動車ＮＯｘ法の改正）により、14年10月から新たな車種規制を施行

している。 

  

表6-1-2 環境保全細目協定の概要 

図6-1-3 発生源監視テレメータシステムによる常時監視（27工場） *:速報値 
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図6-2-1 千葉県の主要道路図  
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 さらに、県においてもディーゼル自動車から排出される粒子状物質の早期低減を図るため、14年３月に排出

基準を満たさない車両に対する運行規制を柱とした「千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の排

出の抑制に関する条例」を制定し、15年10月から運行規制を開始している。 

 なお、同条例に基づき、15年４月からディーゼル自動車（建設機械類でキャタピラ等により移動できるもの

を含む）に対して、重油や重油を混和した燃料など粒子状物質を増大させる燃料を販売することを禁止する燃

料規制も開始している。 

 また、24年3月に県、市町村、関係機関・団体や県民が、自動車環境問題についての基本認識を共有し、協

働して対策を進めるための方向性を示すものとして、「千葉県自動車環境対策に係る基本方針」を策定すると

ともに、25年3月には自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく「第２期自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物

質総量削減計画」を策定し、規制や措置、低公害車の普及、人流・物流対策や交通量抑制対策等の総合的な対

策を継続して推進している。  

図6-2-2 県内の自動車保有台数の推移 

図6-2-3 県内のディーゼル車の車種別保有台数の推移 
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